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平成１６年９月期  個別財務諸表の概要            
平成１６年１１月１９日 

 

会  社   名   東北化学薬品株式会社               登録銘柄 
コ ー ド 番 号           ７４４６                             本社所在都道府県 
（ＵＲＬ http://www.t-kagaku.co.jp）           青森県 
代  表  者   役  職   名  代表取締役社長 
          氏    名 東 康夫 
問 合 せ 先          責任者役職名 取締役管理グループ統括部長       

          氏    名 工藤 幸弘             ＴＥＬ(０１７２)３３－８１３１ 

決算取締役会開催日  平成１６年１１月１９日       中間配当制度の有無  有  

定時株主総会開催日  平成１６年１２月２１日       単元株制度採用の有無 有（1単元 1000 株） 

１．１６年９月期の業績（平成１５年１０月１日～平成１６年９月３０日） 

(1) 経営成績             (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  
 

１６年９月期 

１５年９月期 

百万円   ％

１７，０３５(△０．５)

１７，１２６( ２．２）

百万円   ％

２６６(△２２．７)

３４４(△ ８．８)

百万円   ％

２７７(△２６．１)

３７４(△ ６．９)

 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

 

１６年９月期 

１５年９月期 

百万円   ％ 

１２６(△２８．９) 

１７８（△１３．１） 

円 銭

２７  ７７

３９  ０３

円 銭

―  ― 

―  ― 

％

３．２

４．６

％ 

３．５ 

４．７ 

％

１．６

２．２

 

(注) 1．期中平均株式数   １６年９月期 ４，５６６，８０２株 １５年９月期 ４,５６７,７５９株 

   2．会計処理の方法の変更   無  

   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金  
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率  

 

１６年９月期 

１５年９月期 

円 銭 

１５ ００ 

２２ ００ 

円 銭

０ ００

０ ００

円 銭

１５ ００

２２ ００

百万円

６８

１００

％ 
５４．０ 

５６．４ 

％

１．７

２．６

 

（注）１６年９月期期末配当金の内訳     普通配当１５円００銭   

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  
 

１６年９月期 

１５年９月期 

百万円 

８，１００ 

７，８３５ 

百万円

３，９７９

３，９４２

％ 

４９．１ 

５０．３ 

円  銭
８７１  ５０

８６３  １５

 

(注)１．期末発行済株式数   １６年９月期 ４，５６６，８００株 １５年９月期 ４,５６７,２００株 
  ２．期末自己株式数    １６年９月期     ３，２００株 １５年９月期    ２，８００株 

２．１７年９月期の業績予想（平成１６年１０月１日～平成１７年９月３０日） 

1 株当たり年間配当金  
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末   
 

中 間 期 

通  期 

百万円 

８，７００ 

１８，０００ 

百万円

１８０

３７０

百万円

９０

１８５

円 銭
０ ００

 ―  ―

  円 銭 
―  ― 
１５ ００ 

円 銭 
―  ― 
１５ ００

 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）４０円５１銭 

（注）当資料に掲載している見通しの数値は、当社が現在入手可能な情報から判断したものであり、経済情勢などの動向

により変動する場合がありますのでご承知おき下さい。
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１．個別財務諸表等 

（１）貸 借 対 照 表 
                                 （単位：千円 千円未満切捨） 

前       期 
（平成１５年９月３０日現在）

当       期 
（平成１６年９月３０日現在） 

増減（△） 期  別 

 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金  額 

（資 産 の 部）   ％  ％ 

Ⅰ流 動 資 産      

１ 現 金 及 び 預 金 ※２ ２８８，４３２
 

５００，８７８  ２１２，４４５

２ 受  取  手  形  ７０２，６５２
 

７２３，０８７  ２０，４３５

３ 売 掛 金  ３，５７３，００１  ３，５７９，２７２  ６，２７０

４ 商 品  ４６２，２７２  ５１５，６４４  ５３，３７２

５ そ の 他  ６７，０１８  ７６，７９３  ９，７７４

 貸 倒 引 当 金  △   ６，２７６  △２，１５８  ４，１１８

 流 動 資 産 合 計  ５，０８７，１０１ 64.9 ５，３９３，５１８ 66.6 ３０６，４１７

Ⅱ固 定 資 産      

(1) 有 形 固 定 資 産 ※１    

１ 建 物  ４４４，６８２  ４１６，７０１  △２７，９８１

２ 土 地 ※２ １，１９５，３０９  １，１９５，３０９  －

３ そ の 他  １６２，１４７  １７４，０９４  １１，９４７

 有形固定資産合計  １，８０２，１３９ 23.0 １，７８６，１０６ 22.1 △１６，０３３

(2) 無 形 固 定 資 産  ７，６０９ 0.1 １０，３５７ 0.1 ２，７４８

(3) 投資その他の資産      

１ 差 入 保 証 金  ３７６，５２５  ３２５，３１８  △ ５１，２０７

２ 投 資 有 価 証 券 ※２ ３８１，１７２  ４１０，２６９  ２９，０９７

３ そ の 他  １８５，４４８  １９１，２３８  ５，７９０

 貸 倒 引 当 金  △   ４，９５６  △  １６，７３４  △  １１，７７７

 投資その他の資産合計  ９３８，１８９ 12.0 ９１０，０９１ 11.2 △  ２８，０９７

 固 定 資 産 合 計  ２，７４７，９３８ 35.1 ２，７０６，５５４ 33.4 △  ４１，３８３

 資 産 合 計  ７，８３５，０３９ 100.0 ８，１００，０７３ 100.0 ２６５，０３３
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（単位：千円 千円未満切捨） 

前       期 
（平成１５年９月３０日現在）

当       期 
（平成１６年９月３０日現在） 

増減（△） 期  別 

 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金   額 

（負 債 の 部）   ％  ％ 

Ⅰ流 動 負 債      

１ 支 払 手 形 ※２ ５２４，６４８  ５９８，００７  ７３，３５８

２ 買 掛 金 ※２ ２，９６６，９８７  ３，１６６，０１８  １９９，０３１

３ 未 払 法 人 税 等  １０１，９１３  ５５，７１５  △ ４６，１９７

４ 賞 与 引 当 金  ３１，０００  ２８，０００  △  ３，０００

５ そ の 他  ８４，７３５  ９３，８９４  ９，１５８

 流 動 負 債 合 計  ３，７０９，２８５ 47.4 ３，９４１，６３５ 48.7 ２３２，３５０

Ⅱ固 定 負 債    

１ 退 職 給 付 引 当 金  ５０，８２３ ４２，６１９  △  ８，２０４

２ 役員退職慰労引当金  １２６，７４４ １２９，８４１  ３，０９７

３ そ の 他  ６，０００ ６，０００  －

 固 定 負 債 合 計  １８３，５６７ 2.3 １７８，４６１ 2.2 △  ５，１０６

 負 債 合 計  ３，８９２，８５２ 49.7 ４，１２０，０９６ 50.9 ２２７，２４３

（資 本 の 部）      

Ⅰ資   本   金 ※３ ７５３，７００ 9.6 ７５３，７００ 9.3 －

Ⅱ資 本 剰 余 金    

 資 本 準 備 金  ８１４，４００ 10.4 ８１４，４００ 10.0 －

Ⅲ利 益 剰 余 金    

 利 益 準 備 金  １０５，０００ １０５，０００  －

 任 意 積 立 金    

  別 途 積 立 金  １，９６０，０００ ２，０４０，０００  ８０，０００

 当 期 未 処 分 利 益  ２４９，１６９ １９５，５０９  △ ５３，６５９

 利 益 剰 余 金 合 計  ２，３１４，１６９ 29.5 ２，３４０，５０９ 28.9 ２６，３４０

Ⅳその他有価証券評価差額金 ※５ ６１，１９３ 0.8 ７２，８３８ 0.9 １１，６４５

   ３，９４３，４６２ ３，９８１，４４８  ３７，９８６

Ⅴ 自 己 株 式 ※４ △   １，２７５ △0.0 △   １，４７１ △0.0 △    １９６

 資 本 合 計  ３，９４２，１８６ 50.3 ３，９７９，９７６ 49.1 ３７，７９０

 負 債 ・ 資 本 合 計  ７，８３５，０３９ 100.0 ８，１００，０７３ 100.0 ２６５，０３３

        



 

22 

（２）損 益 計 算 書 
                               （単位：千円 千円未満切捨） 

前       期 
自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

当       期 
自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 
増 減 （ △ ） 

期  別 

 

 

科  目 金    額 百 分 比 金   額 百分比 金   額 

  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  17,126,797 100.0 17,035,753 100.0 △  91,044

Ⅱ 売 上 原 価  15,190,493 88.7 15,202,310 89.2 11,816

 売 上 総 利 益  1,936,303 11.3 1,833,443 10.8 △  102,860

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,591,895 9.3 1,567,224 9.2 △  24,670

 営 業 利 益  344,408 2.0 266,218 1.6 △  78,189

Ⅳ 営 業 外 収 益  32,982 0.2 19,379 0.1 △  13,603

Ⅴ 営 業 外 費 用  2,552 0.0 8,587 0.1 6,034

  経 常 利 益  374,839 2.2 277,010 1.6 △  97,829

Ⅵ 特 別 利 益 ※1 － 10,885 0.1 10,885

Ⅶ 特 別 損 失 ※2 1,968 0.0 15,474 0.1 13,505

 税 引 前 当 期 純 利 益  372,870 2.2 272,422 1.6 △  100,447

 法人税、住民税及び事業税  196,428 1.2 154,314 0.9 △    42,113

 法 人 税 等 調 整 額  △  1,817 △0.0 △    8,710 △0.0 △     6,893

 当 期 純 利 益  178,259 1.0 126,818 0.7 △  51,440

 前 期 繰 越 利 益  70,909 68,690  △   2,219

 当 期 未 処 分 利 益  249,169 195,509  △    53,659

     

 



 

23 

（３）利 益 処 分 案 
                                 （単位：千円 千円未満切捨） 

前       期 
自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

当       期 
自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 
増減（△） 

 

金       額 金       額 金    額 

 当 期 未 処 分 利 益  ２４９，１６９ １９５，５０９ △ ５３，６５９

 これを次のとおり処分します   

 利 益 配 当 金  １００，４７８ ６８，５０２ △ ３１，９７６

 任 意 積 立 金   

  別 途 積 立 金  ８０，０００ ６０，０００ △ ２０，０００

 次 期 繰 越 利 益  ６８，６９０ ６７，００７ △  １，６８３

 

 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

   

  該当事項はありません 
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重要な会計方針 
１有価証券の評価基準及び評価方法 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

 

２棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

総平均法による原価法 

  

３固定資産の減価償却の方法 (１)有形固定資産 

定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定する方法と同一の基

準によっております。 

ただし、平成 10 年度の税制改正に伴い、平成 10 年 4月 1 日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額法 

(２)無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）は、社内における見込利用可能期間（5 年）によ

る定額法 

(３)長期前払費用 

均等償却 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定する方法と同一の基

準によっております。 

  

４引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

 (２)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

 (３)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤 

務期間以内の一定の年数（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年 

度より費用処理しております。 

 (４)役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支出にそなえるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

  

５リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

６その他の財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

                            （単位：千円 千円未満切捨） 

前期 当期 

（平成１５年９月３０日現在） （平成１６年９月３０日現在） 

※1 有形固定資産の 

減価償却累計額 

７８３，１２５ ※1 有形固定資産の 

減価償却累計額 

８１５，６１６

      

※2 担保に供している資産 ※2 担保に供している資産 

 預 金 ５，０００  預 金 ５，０００

 投 資 有 価 証 券 ２１，３１６  投 資 有 価 証 券 ５，６２０

 土      地 ５３，５３４  土      地 ５３，５３４

 計 ７９，８５０  計 ６４，１５４

 上記に対応する債務 

支 払 手 形       ５９，０２７

買  掛  金      ３２４，３３７

   計         ３８３，３６５

 

 上記に対応する債務 

支 払 手 形        ３，１２５

買  掛  金      ３１１，６４６

   計         ３１４，７７１

※3 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

 授権株式数 

普通株式   １４，６４０，０００株

 発行済株式総数 

  普通株式    ４，５７０，０００株

ただし、定款の定めにより株式の消却が行わ

れた場合には、会社が発行する株式につい

て、これに相当する株式数を減ずることとな

っております。 

 

※3 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

 授権株式数    

普通株式   １４，６４０，０００株

 発行済株式総数   

普通株式     ４，５７０，０００株

ただし、定款の定めにより株式の消却が行わ

れた場合には、会社が発行する株式につい

て、これに相当する株式数を減ずることとな

っております。 

※4 会社が保有する自己株式の数 

 普通株式         ２，８００株

 

※4 会社が保有する自己株式の数 

 普通株式         ３，２００株

※5 配当制限 

商法施行規則第 124条第 3号に規定されてい

る資産に時価を付したことにより増加した

純資産の額は、６１，１９３千円であります｡

※5 配当制限 

商法施行規則第 124条第 3号に規定されてい

る資産に時価を付したことにより増加した

純資産の額は、７２，８３８千円であります｡

 

（損益計算書関係） 

                              （単位：千円 千円未満切捨） 

前       期 
自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

当       期 
自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 
  ※1 特別利益の主要品目 

    投資有価証券売却益 １０，８８５

※2 特別損失の主要項目  ※2 特別損失の主要項目  

 投資有価証券評価損 １，９６８  固定資産除却損 ６７３

   会員権評価損 １，１９９

   前期損益修正損 １３，６００

    

 



 

26 

（リース取引関係） 

前       期 
自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

当       期 
自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 取得価額

 

相 当 額

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

期末残高

 

相 当 額

器具備品 

千円

284,117

千円 

166,816 

千円

117,300

合計 284,117 166,816 117,300
 

 

 取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

期末残高

 

相 当 額

器具備品

千円 

187,293 

千円 

84,940 

千円

102,352

合計 187,293 84,940 102,352
 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内           44,516 千円 

１  年  超           72,784 千円 

  計             117,300 千円 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内          36,322 千円 

１  年  超          66,030 千円 

  計             102,352 千円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

                   57,390 千円 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

                  31,973 千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

５．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内            8,786 千円 

１  年  超            14,462 千円 

      計                23,249 千円 

５．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内            8,890 千円 

１  年  超            10,423 千円 

      計                19,313 千円 
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（有価証券） 

 ※当事業年度に係る｢有価証券｣（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く）に関する注記については、連結財

務諸表における注記事項として記載しております。 

  なお、当事業年度（自 平成１５年１０月１日 至 平成１６年９月３０日）における子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

          

（税効果会計関係） 

前       期 
自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

当       期 
自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

①流動の部 

繰延税金資産 

   未払事業税否認                   8,519 千円 

   賞与引当金                  10,744 千円 

   その他                234 千円 

繰延税金資産合計         19,498 千円 

②固定の部 

繰延税金資産 

退職給付引当金          20,532 千円 

   役員退職慰労引当金        51,204 千円 

   その他               2,709 千円 

  繰延税金資産合計                  74,447 千円 

繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金     41,531 千円 

  繰延税金資産純額          32,915 千円 

  繰延税金資産合計           52,413 千円 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

①流動の部 

繰延税金資産 

   未払事業税否認               4,455 千円 

   賞与引当金                  12,944 千円 

   その他                       7,653 千円 

繰延税金資産合計              25,052 千円 

②固定の部 

繰延税金資産 

退職給付引当金              17,218 千円 

   役員退職慰労引当金          52,456 千円 

   その他                       7,929 千円 

  繰延税金資産合計              77,603 千円 

繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金    49,374 千円 

  繰延税金資産純額              28,229 千円 

  繰延税金資産合計              53,282 千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳 

   法定実効税率                  41.7％ 

 （調整） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 6.8％ 

   住民税均等割                          2.7％ 

   その他                              1.0％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率     52.2％ 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正額 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実

効税率は、地方税法の改正（平成 16 年 4 月 1日以降開始

事業年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に伴い、

当事業年度末における一時差異のうち、平成 16 年 9月末

までに解消が予定されないものは改正後の税率に変更し

ております。この税率の変更により、当事業年度末の繰延

税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が

1,068 千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整

額が 2,414千円、その他有価証券評価差額金が 1,345千円、

それぞれ増加しております。 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳 

   法定実効税率                  41.7％ 

 （調整） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目  7.6％ 

   住民税均等割                          3.7％ 

   その他                               0.4％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率     53.5％ 
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(１株当たり情報) 

前       期 
自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

当       期 
自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 
１株当たり純資産額         ８６３円１５銭 

 

１株当たり当期純利益         ３９円０３銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

当事業年度から｢１株当たり当期純利益に関する会計基 

準｣(企業会計基準第２号)及び｢１株当たり当期純利益 

に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第 

４号)を適用しております。 

 なお、これによる影響はありません。 

１株当たり純資産額         ８７１円５０銭 

 

１株当たり当期純利益         ２７円７７銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 前       期 
自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

当       期 
自平成１５年１０月１日 

至平成１６年９月３０日 

損益計算書上の当期純利益(千円) １７８，２５９ １２６，８１８

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

(うち利益処分による役員賞与金) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) １７８，２５９ １２６，８１８

期中平均株式数(株) ４，５６７，７５９ ４，５６６，８０２

 

  ２．役 員 の 異 動 
 

(平成 16 年 12 月 21 日予定) 

 

 

該当事項はありません 

 


